（様式1-1）

　　年　　月　　日

学校法人立教学院立教大学利益相反マネジメント委員会委員長　殿
	（所属）
	　　　　　　　　

	（職名）
	　　　　　　　　

	（氏名）
	

	（e-mail）
	　　　　　　　　


利益相反に関する自己申告書
Ⅰ．申告対象期間　　
	2024年4月1日 ～　2025年3月31日


Ⅱ．社会連携活動の内容

	１．企業・団体等の名称
（一つの企業・団体につき、自己申告書1部を提出する）
	正式名称：
□　上記以外の企業・団体とも社会連携活動を行う

	２．社会連携活動の種類

	＜大学としての社会連携活動＞
□　寄附金の受入※1
□　研究助成金の受入※1
□　共同研究、受託研究、受託業務、学術指導のそれぞれ契約に
基づく活動 ※1
□　知的財産権の実施許諾・権利譲渡
□　研究員等の受入
□　寄附講座
＜個人としての社会連携活動＞
□　委員等の受嘱
□　学術指導（コンサルティング）※1
□　知的財産権の実施許諾・権利譲渡
□　兼業 ※2
□　株の保有 ※3
□　社会連携活動に類似した活動
※1国内外の公的機関（政府、独立行政法人・特殊法人等の政府関係機関、地方公共団体及びその関係機関）に係る受入・提供は含まない　
※2兼任講師は含まない

※3未公開株の保有、資産運用目的以外の公開株（発行済み株の5％以上）の保有

	３．活動内容及び活動時間
	（活動内容）
（活動時間※）
※ 該当する社会連携活動に携わった時間（事前準備等含む）の合計を記載すること

	４．上記活動による影響
	学内の活動に支障をきたす可能性が
　□ある（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　）   □ない



Ⅲ．社会連携活動に係る利害関係の内容
(記入について)

· 該当するものに☑を付し、その詳細を括弧内に記入してください。
· 各項目の基準内であっても、複数の利害関係がある場合は、すべて記入してください。
· 厚生労働科学研究費補助金の交付を受ける場合は、別途「利益相反マネジメントに関する審査申請書（厚生労働科学研究費補助金用）」をご提出いただく必要があります。
※配偶者及び生計を一にする一親等内の親族を含む。
	１．株式
	□ 未公開株の保有　　　 株数（　　　株）　保有比率（　　　％）

	
	□ 公開株の保有 ※4　　　 株数（　　　株）　保有比率（　　　％）
※4発行済み株の5%以上保有の場合に申告

	
	□ 新株予約権の保有　　 株数（　　　株）　保有比率（　　　％）

	
	□ 株式の売却 ※5 　　　 株数（　　　株）　売却金額（　　　円）

※5申告対象期間における未公開株の売却、発行済み株の5%以上を保有していた株の売却について申告

	
	□ 該当なし

	２．収入
（一つの企業・団体から得る
年間合計額が100万円以上の場合に申告）
	□ ロイヤリティ収入　　 金額（　　　円）　内容（　　　　　　　）

	
	□ 講演料・原稿料　　　 金額（　　　円）　内容（　　　　　　　）

	
	□ 寄附金　　　　　　　 金額（　　　円）　内容（　　　　　　　）

	
	□ 研究助成金　　　　　 金額（　　　円）　内容（　　　　　　　）

	
	□ 配当金　　　　　　　 金額（　　　円）

	
	□ その他（給与等）　　 金額（　　　円）　内容（　　　　　  　）

	
	□ 該当なし

	３．便益（融資・物品等）
	□ 融資の提供を受ける　 金額（　　　円）　内容（　　　　　  　）

	
	□ 保証の提供を受ける　 金額（　　　円）　内容（　　　　　  　）

	
	□ 物品・施設の無償提供を受ける　 相当額（　　　円）
内容　（　　　　　  　）

	
	□ 役務の無償提供を受ける　　　　 相当額（　　　円）
内容　（　　　　　  　）

	
	□ その他　　　　　　 　内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□ 該当なし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 


※配偶者等親族を含まない。
	４．その他
	□ 企業・団体等から物品購入・役務提供を受けるという契約を大学として行う　

内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□ 企業・団体等に学生を関与させる　内容（　　　　　　　　　　　　）

	
	□ 企業・団体等の役職につく　　　　内容（　　　　　　　　　　　　）

	
	□その他　（例：学内施設提供）

　　内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　）


Ⅳ．その他利益相反に関して審議・助言・面談等を希望する事項
	


※記載頂いた個人情報は、利益相反マネジメント委員会における審議、その他活動のために使用されます。
